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「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会」検討経過 
 

 
第 1回研究会（12月 4日） 
 公営企業の現状と近年の動き 
 ストックマネジメント等に係る国の取組 
 意見交換 
 
第 1回財政計画WG（12月 25日） 
 財政計画ワーキング・グループにおける検討課題 
 財政計画に係る論点整理 
 
第 1回投資計画WG（1月 7日） 
 投資計画ワーキング・グループにおける検討課題 
 投資計画に係る論点整理 
 
第 2回投資計画WG（3月 3日） 
 研究会報告書（素案）に係る検討 
 投資計画に係る論点整理 
 
第 2回財政計画WG（3月 7日） 
 研究会報告書（素案）に係る検討 
 財政計画に係る論点整理 
 
第 2回研究会（3月 13日） 
 公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会報告書（案）について 
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「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会」開催要綱 
 
１ 趣 旨  

 公営企業は、飲料水・工業用水の提供や下水の処理、公共輸送の確保、医療の提供をはじめ、
地域において住民の暮らしを支える重要な役割を担っている。 
現在、高度経済成長期以降に急速に整備された社会資本が大量に更新時期を迎えつつあり、

人口減少に伴う収入減等も見込まれる等、公営企業を取り巻く経営環境は厳しさを増している。 
一方で、公営企業法適用や会計基準の見直し、公営企業の抜本的改革、ストックマネジメン

トの検討をはじめ、公営企業の経営の実情のより一層の把握や経営健全化に係る取組も着実に

進められているところである。 
こうした状況下で、公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくためには、各企

業の実情に対応した中長期的な視野に立った経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、そ

れに基づき施設、財務、組織、人材等の経営基盤を強化することが必要である。 
これらのことを踏まえて、「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会」を設置し、関係者

の意見を伺いながら公営企業の経営のあり方について検討を行うこととする。 
 

２ 名 称  
本研究会は、「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会」（以下「研究会」という。）と称

する。 
 

３ 構成員  
別紙委員名簿のとおりとする。 

 

４ 運 営  
 研究会に、座長１人を置く。座長は、研究会を招集し、主宰する。 (1)
 座長は、不在の場合など必要の都度、これを代行する者を指名することができる。 (2)
 座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を聴取(3)
することができる。 

 座長は、必要があると認めるときは、研究会を公開しないものとすることができる。その(4)
場合には、研究会終了後、必要に応じブリーフィングを行うこととする。 

 研究会終了後、配付資料を公表する。また、速やかに研究会の議事概要を作成し、これを(5)

公表するものとする。 

 本要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は座長が定める。 (6)
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５ 開催日程  
平成２５年１２月から開催する。 
平成２６年３月までに報告書を取りまとめることとする。 
 

６ 庶 務  
研究会の庶務は、総務省自治財政局公営企業課が行う。 

  



（別紙） 
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公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会 委員名簿 
 
 
座長 堀場 勇夫  青山学院大学経済学部教授 

 
（委員は五十音順、敬称略） 

石井 晴夫  東洋大学経営学部教授 

石原 俊彦  関西学院大学大学院教授 

井手 秀樹  慶応義塾大学商学部教授 

宇野 二朗  札幌大学法学部教授 

大木 節裕  横浜市財政局財政部長 

奥野 信宏  中京大学総合政策学部教授 

神尾 文彦  野村総合研究所社会システムコンサルティング部長 

倉本 宜史  甲南大学マネジメント創造学部講師 

高端 正幸  新潟県立大学国際地域学部准教授 

滝沢 智  東京大学大学院教授 

沼尾 波子  日本大学経済学部教授 

根本 祐二  東洋大学経済学部教授 

水田 雅博  京都市公営企業管理者上下水道局長 

山崎 武史  公認会計士 

渡部 厚志  松江市上下水道事業管理者上下水道局長 
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公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会ワーキング・グループの設置 
 

１ 趣旨 
「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会」（以下「研究会」という。）は、公営企業が

将来にわたって安定的に事業を継続していくためには、各企業の実情に対応した中長期的な視野

に立った経営の基本計画である「経営戦略」の策定が必要であることから、その策定方法等につ

いて専門的な見地からの検討を行うために設置するものである。 

「経営戦略」は、①中長期的な将来需要を適切に把握するとともに、ストックマネジメント等

の知見を活用してその最適化を図ることを内容とする「投資計画」と、②必要な需要額を賄う財

源を経営の中で計画的かつ適切に確保することを内容とする「財政計画」について、需要額を最

適化した「投資計画」を履行するための財源を「財政計画」に基づき確保する形で策定すること

が基本となる。 

「投資計画」と「財政計画」は、相互に関連したものであり、最終的に均衡した形で策定され

ることが望まれるところである。一方で、扱っている領域自体は異なるものであり、策定に必要

な知見も異なるものである。 

このことを踏まえて、研究会においては、検討の合理化・効率化と検討内容の深化を図るため

に、「投資計画」「財政計画」のそれぞれについて策定方法等を集中的に検討するためのワーキ

ング・グループ（WG）を設置して検討を行い、各WGの検討結果について研究会全体で審議するこ

ととする。 

 

２ WGの検討内容 
○ 投資計画WG 
・中長期的な需要（建設・改良・更新・維持管理・除却等に要する経費）の把握 

・需要を最適化するための手法（ストックマネジメント・施設合理化等）の導入 

・上記を踏まえた「投資計画」の策定（手順・留意点等） 

 

○ 財政計画WG 
・財源構成（料金・繰入金・企業債）の均衡化 

・各財源を確保する際の手法・留意点等 

・中長期的な経営見通しの把握 

・上記を踏まえた「財政計画」の策定（手順・留意点等） 
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３ WGのメンバー 
 
＜投資計画WG＞ 

座長 堀場 勇夫  青山学院大学経済学部教授 

 

石原 俊彦  関西学院大学大学院教授 

奧野 信宏  中京大学総合政策学部教授 

神尾 文彦  野村総合研究所社会システムコンサルティング部長 

倉本 宜史  甲南大学マネジメント創造学部講師 

滝沢 智  東京大学大学院教授 

根本 祐二  東洋大学経済学部教授 

渡部 厚志  松江市上下水道事業管理者上下水道局長 

 

＜財政計画WG＞ 

座長 堀場 勇夫  青山学院大学経済学部教授 

 

石井 晴夫  東洋大学経営学部教授 

井手 秀樹  慶応義塾大学商学部教授 

宇野 二朗  札幌大学法学部教授 

大木 節裕  横浜市財政局財政部長 

高端 正幸  新潟県立大学国際地域学部准教授 

沼尾 波子  日本大学経済学部教授 

水田 雅博  京都市公営企業管理者上下水道局長 

山崎 武史  公認会計士 
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投資計画策定にあたっての重要指標（水道）

重要指標（例） 算定方法 指標が持つ意味 重要指標として選定した理由

有収率
年間総有収水量÷年間総配
水量

施設の稼働が収益につながっているかを判断する
指標。その水準が過小であれば損益の悪化に直結
するものであり、その改善に向けて早期に取組みを
行う必要性が高いことを意味する。（平均89.5％）

施設・管路等の維持管理や更新投資等が
適切に行われ、それが料金収益および
サービス提供にどの程度結びついているか
を端的に表す指標であるため。

施設利用率 1日平均配水量÷配水能力

施設の利用状況や適正規模を総合的に判断する指
標。最大稼働率を勘案しても過小であれば、将来需
要を見据えた中でサイズの適正化を検討する必要
性が高いことを意味する。（平均60.6％）

施設が有する能力に対して、実際にどの程
度のサービス提供を行っているかを把握す
ることができる端的な指標であるため。

管路更新率
更新された管路延長÷管路
総延長

管路が適切に更新されているかを判断する指標。そ
の水準が過小であれば、供用開始から日が浅い、
すでに多くの管路の更新が終了しているといった場
合を除き、管路の老朽化が進み、更新状況が適切
ではない可能性が高いことを意味する。
（平均0.77％）

一定の期間に実際にどの程度の管路が更
新されているかを把握することで、更新ス
ピードが適切であるかを把握することがで
きる端的な指標であるため。

管路老朽化率
（40年経過
管路比率）

法定耐用年数（40年）超管
路延長÷管路総延長

法定耐用年数を越える管路の割合から、管路の老
朽化度合いを判断する指標。必ずしも法定耐用年
数で更新する必要はないが、その水準が過大であ
れば、更新対象となる管路が増加している可能性が
高いことを意味する。（平均8.5％）

法定耐用年数を超えると漏水等のリスクが
相当程度高まることから、その度合いを端
的に把握できる指標であるため。

基幹管路
耐震適合率

耐震適合性基幹管路延長÷
基幹管路総延長

水道施設の基幹管路における耐震化状況を判断す
る指標。その水準が小さければ、大規模地震発生
の際に断水の長期化等の障害が発生する可能性が
高いことを意味する。（平均33.5％）

地震が発生した際に最も断水させてはいけ
ない重要性の高い管路について、その耐
震適合度を端的に把握することができる指
標であるため。

 投資計画策定にあたり、中長期的に安定的なサービスを提供することを前提とした、管路更新等の投資需要額を把握するために以下に示
す重要指標（例）について、最低限クリアすべき水準を設定し、それをクリアするような投資計画の立案を行う。

投資計画策定にあたっての重要指標（下水道）

重要指標
（例）

算定方法 指標が持つ意味 重要指標として選定した理由

有収率
年間有収水量÷年間汚水
処理水量

施設の稼働が収益につながっているかを判断する
指標。その水準が過小であれば損益の悪化に直結
するものであり、その改善に向けて早期に取組みを
行う必要性が高いことを意味する。
（公共下水道：平均80.6％）

施設・管路等の維持管理や更新投資等が
適切に行われ、それが使用料収益および
サービス提供にどの程度結びついている
かを端的に表す指標であるため。

施設利用率
現在晴天時平均処理水量
÷現在処理能力（晴天時）

施設の利用状況や適正規模を総合的に判断する
指標。最大稼働率を勘案しても過小であれば、将
来需要を見据えた中でサイズの適正化を検討する
必要性が高いことを意味する。
（公共下水道：平均87.6％）

施設が有する能力に対して、実際にどの程
度のサービス提供を行っているかを把握す
ることができる端的な指標であるため。

水洗化率
現在水洗便所設置済人口
÷現在処理区域内人口

下水道への接続状況をはかる指標。その水準が過
小であれば、水洗化促進策を強力に推進する必要
性が高いことを意味する。また、今後の投資にあた
り、その水準が過小にならないよう、整備後の水洗
化実施見通しを踏まえた順位付けの検討も必要。
（平均94.0％）

投資を行った成果として、汚水の衛生処理
がなされ、使用料収益に結びついているこ
とを端的に把握することができる指標であ
るため。

下水道普及率 処理区域内人口÷総人口

全体の人口のうち、下水道が使用可能となった割
合をはかる指標。計画値との比較により、今後の新
規投資がどの程度残っているかがわかる。また、計
画値に比して過小であれば面整備を含めた莫大な
投資が必要であることを意味し、計画値に近づくほ
ど、整備効率の悪い地域が残っていることを意味す
る。（公共下水道：平均75.8％）

計画値との比較により、今後の新規投資
がどの程度残っているかを把握することで、
投資計画に新規投資をどの程度盛り込む
必要があるかを端的に把握することができ
る指標であるため。

管路老朽化率
（50年経過
管路比率）

法定耐用年数（50年）超管
路延長÷管路総延長

法定耐用年数を越える管路の割合から、管路の老
朽化度合いを判断する指標。必ずしも法定耐用年
数で更新する必要はないが、その水準が過大であ
れば、更新対象となる管路が増加している可能性
が高いことを意味する。（統計資料等なし）

法定耐用年数を超えると道路陥没等のリ
スクが相当程度高まることから、その度合
いを端的に把握できる指標であるため。
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財政計画策定にあたっての重要指標①

重要指標（案） 算定方法 指標が持つ意味 重要指標として選定した理由

企
業
債
残
高
管
理
・
起
債
依
存
度

【残高水準】

事業収益対企業債
残高比率

企業債現在高÷事業収益

収入規模に対する企業債残高の水準を判断する指標。
その水準が過大であれば、収入規模と比較して企業債
残高が過大になっていることを意味し、将来世代に対す
る負担が重過ぎる可能性がある。
（法適水道：平均290％）（法適下水：平均870％）

どの程度企業債に依存しているか、ひいては
将来負担が過度に大き過ぎないかを評価でき
る指標であるため。

【残高水準】
業務活動CF対企
業債残高比率

業務活動キャッシュ・フロー

＝当年度現金預金残高－前
年度現金預金残高＋資本的
収支不足額（＝投資・財務
CF）

上記と同様に企業債残高の水準を判断する指標。その
水準が過大であれば、企業債残高が過大になっている
ことを意味し、将来世代に対する負担が重過ぎる可能性
がある。但し、マイナスの場合もあるため、指標として活
用する場合には留意が必要である。
（法適水道：平均656％）（法適下水：平均1644％）

企業債（借金）が業務活動で捻出するキャッ
シュの規模に照らして、過度に大き過ぎないか
を評価できる指標であるため。

【償還負担水準】

企業債償還額対
企業債残高比率

企業債償還額÷企業債残高

企業債償還負担の水準を判断する指標。その水準が過
少であれば、企業債の残高規模に比して償還額が小さ
いことを意味し、将来世代の償還負担が多く残っている
ことを意味する。
（法適水道：平均8％）（法適下水：平均8％）

企業債残高に対してどれほどの償還を行って
いるかをはかることにより、単年度における償
還負担の程度を評価できる指標であるため。

【償還負担水準】

企業債償還額対
事業収益比率

企業債償還額÷事業収益

企業債償還負担の水準を判断する指標。その水準が過
少であれば、収入規模に比して償還額が小さいことを意
味し、企業債の発行額や残高自体が小さいか、将来世
代の償還負担が多く残っているかのいずれかであること
を意味する。
（法適水道：平均24％）（法適下水：平均69％）

償還財源である事業収益に対してどの程度の
償還を行っているかをはかることにより、単年
度における償還負担の程度を評価できる指標
であるため。

【償還負担水準】

企業債償還元金対
減価償却費比率

建設改良のための企業債償
還元金÷減価償却費

企業債償還負担の水準を判断する指標。その水準が過
大であれば、資金繰りの安定性を欠く可能性があり、安
定的な資金繰り確保の観点から、100％を大きく上回ら
ないようにすることが重要である。
（法適水道：平均72％）（法適下水：平均130％）

留保資金である減価償却費に対してどの程度
の元金償還を行っているかをはかることにより、
安定的な償還財源を確保できているかを評価
できる指標であるため。

 財政計画策定にあたり、健全な財政状況を中長期的に維持しつつ、更新需要に見合う財源を確保するために以下に示す重要指標（案）に
ついて、最低限クリアすべき水準を設定し、それをクリアするような財政計画の立案を行う。

 ただし、公営企業は団体ごとの規模や経営状況、老朽化の程度などに差異があるため、各団体が経営の実態に応じて適切な指標を選択
し、経営分析（現状把握）を行うとともに、指標間の全体バランスを勘案しながら経営戦略の策定（目標設定）を行うことが求められる。

 たとえば、料金水準を据え置いたままで収支均衡を図る（資金残高を確保する）観点で企業債の発行割合を高めると、資金に関する指標
は維持できるものの、企業債残高や元利償還負担の増加を通じて、起債依存度や収益性に係る指標が悪化するというトレードオフ関係に
あるため、全体のバランスを確保する観点からそれぞれの目標を定めることが重要である点に留意が必要である。

財政計画策定にあたっての重要指標②

重要指標（案） 算定方法 指標が持つ意味 重要指標として選定した理由

資
金
確
保
状
況

【資金繰り確保】
事業収益対
資金残高比率

現金預金残高÷事業収益

収入規模に対する資金余力状況（日常資金の余裕度）
を判断する指標。その指標が過少であれば、日常の業
務運営に支障をきたしかねないことを意味する。
（法適水道平均79％）（法適下水：平均31％）

日常の資金繰りとして資金が確保されているか
を端的に表す指標であるため。

【更新資金確保】
更新投資充当可能
資金対事業収益比
率

更新投資充当可能資金*÷
事業収益

更新投資資金の確保状況を判断する指標。更新投資に
資金を投じた途端に比率が大幅に低下するため、一時
点の比率のみならず将来の投資水準と合わせて検討す
ることが重要である。
（法適水道平均107％）（法適下水：平均37％）

更新投資資金をどの程度確保できているかを
はかる指標であるため。

【更新資金確保】
更新投資充当可能
資金対建設改良費
比率

更新投資充当可能資金*÷
当年度建設改良費

更新投資資金の確保状況を判断する指標。更新投資に
資金を投じた途端に比率が大幅に低下するため、一時
点の比率のみならず将来の投資水準と合わせて検討す
ることが重要である。
（法適水道平均320％）（法適下水：平均77％）

更新投資資金をどの程度確保できているかを
はかる指標であるため。

【更新資金確保】
更新投資充当可能
資金対減価償却累
計額比率

更新投資充当可能資金*÷
減価償却累計額

更新投資資金の確保状況を判断する指標。更新投資に
資金を投じた途端に比率が大幅に低下するため、一時
点の比率のみならず将来の投資水準と合わせて検討す
ることが重要である。
（法適水道平均19％）（法適下水：平均61％）

更新投資資金を、過去の投資に係る減価償却
費の水準で確保できているかをはかる指標で
あるため。

収
益
性

【収益力】

営業収益対経常利
益率

経常損益÷営業収益

一般に企業の収益性を判断する指標。管路更新率、40
年経過管路比率と組み合わせて評価することも必要。ま
た、資産維持費や料金設定を考慮する必要があるため、
比率が高ければ高いほど良いというものでもない。
（法適水道：平均9％）（法適下水：平均6％）

現状安定的な収益を生み出せているか、また
将来的にも収益を確保して経営できるかを評価
できる指標であるため。

【固定費水準】
営業収益対減価償
却費比率

減価償却費÷営業収益

典型的な固定費である減価償却費の程度を判断する指
標。耐用年数を超えた償却資産を有している場合、減価
償却費が発生せず、指標の水準が低くなる。そのため、
40年経過管路比率と組み合わせて評価することが有効
である。営業収益対減価償却費比率が低く、40年経過
管路比率が高ければ、管路の老朽化対策の必要度が
高まっていると考えられる。（法適水道：平均30％）（法
適下水：平均49％）

設備投資型の公営企業における典型的な固定
費である減価償却費の水準を端的に表す指標
であるため。

*更新投資充当可能資金＝投資＋現金及び預金＋短期有価証券


